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平成 23年度
予 算 額

平成 24年度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

（１） 320,922 326,326 5,404

（２） 100,230 100,538 308

平成24年度予算案　私学関係

備 考事 項

私立大学等経常費補助
〔うち復興特別会計〕

7,573百万円

〔うち復興特別会計〕
224百万円

私立高等学校等経常費
助成費等補助

　○概要：　私立大学等の質の高い教育研究活動を支援するとともに、被災地にある大学
　　　　　の安定的教育環境の整備や授業料減免等への支援を充実。

    ◆一般補助　　　　　　　　　　　　       　　　　　　 　 【  279,325百万円】
      　教職員給与費など大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について引
　　　き続き支援する。
　
　　◆特別補助　　 　　　　　　　　　　　　　      　 　　　 【   47,001百万円】
　　　　我が国の成長を支える人材育成の取組や大学等の国際交流の基盤整備への重点的
　　　支援、授業料減免等の充実、被災地の大学の安定的教育環境の整備を図る。

　　　　・成長分野の推進と成長力強化に貢献する人材育成
　　　　　（学生の就職支援等、被災地復興に向けて私立大学等が協力して行う取組への
　　　　　　支援を含む）
　　　　・大学等の国際交流の基盤整備への支援
　　　　・授業料減免等の充実や学生の経済的支援体制等への支援
　　　　・被災私立大学等復興特別補助　　等

　○概要：　私立高等学校等の教育条件の維持向上や保護者の教育費負担の軽減及び学校
　　　　　経営の健全性の向上を図り、各学校の特色ある取組を支援するため、都道府県
　　　　　による経常費助成等を補助する。

　  ◆一般補助　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　【   88,433百万円】
　　　　各都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援する。

　  ◆特別補助 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【    9,448百万円】
　　　　各学校の特色ある取組を支援する。
　   　 ・幼稚園における預かり保育
　  　　・授業料減免事業、防災教育　等
　
    ◆特定教育方法支援事業 　　　　　　　　　　 　　　　　　 【    2,657百万円】
　　　　特別支援教育など特定の教育分野について、その教育の推進に必要な経費を支援
　　　する。
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平成 23年度
予 算 額

平成 24年度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

（３） 15,688 21,770 6,082

〔他に、財政融資資金〕 〔30,700〕 〔54,500〕 〔23,800〕

（４） 0 3,147 3,147

436,840 451,780 14,941
〔うち復興特別会計〕

18,783百万円

（注）単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

〔うち復興特別会計〕
10,987百万円

計

設備整備事業

私立学校施設・設備の整備
の推進

私立大学学費負担軽減

私立大学教育研究活性化

　○概要：　地震により倒壊の危険性がある学校施設のうち耐震性の低い校舎等を中心と
　　　　　した耐震補強等に対する支援のほか、教育研究機能の高度化のための施設・設
　　　　　備整備の推進を図る。また、財政融資資金を活用し、学校法人が行う施設整備
　　　　　等に対する融資を行う。
          ※「私立学校施設防災機能強化集中支援プラン」により継続的に支援。
　
　　◆耐震化等の促進　　　　 　　 【　12,541百万円（うち、他局分：2,317百万円）】
　　　　学校施設の耐震化や防災機能強化を促進するため、校舎等の耐震補強事業のほか
　　　非構造部材の耐震対策や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発電設備等の防災機能強化の
　　　ための整備等を支援する。
　
    ◆教育・研究装置等の整備 　　 【   8,568百万円（うち、他局分：  125百万円）】
　　　　教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援する。
　
    ◆私立大学病院の機能強化 　　　　　           　　　　　　 【     661百万円】
　　　　私立大学病院の建替え整備事業に係る借入金に対し利子助成を行い、病院の機能
　　　強化を支援する。

　○概要：　私立大学が建学の精神と特色を生かした人材育成機能を発揮し、及び大学間
　　　　　連携を進め、もって社会の期待に十分に応える教育研究を強化し、進展させ、
　　　　　私立大学の教育改革のこれまで以上の新たな展開を図るため、基盤となる教育
　　　　　研究設備の整備に対する新たな補助金を創設。

　　◆私立大学教育研究活性化設備整備事業        　 　　　　　　【   3,147百万円】
　　　　グローバル化の促進や地域の「分厚い中間層」の育成、生涯学習機能の強化など、
　　　各私立大学の特色・力点に照らした人材養成像や将来構想に基づく効果的な教育研
　　　究の取組を、設備環境の整備を通じ支援する。
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私立大学等の経常費に対する補助

平成２４年度予定額 ３２６，３２５，６９４千円
（うち、復興特別会計 ７，５７２，６９４千円）
【平成２３年度予算額 ３２０，９２２，０００千円】

（１）本補助金は、昭和４５年度に予算補助として創設され、昭和５１年度からは私立学
校振興助成法（昭和５０年成立）に基づき、私立の大学、短期大学及び高等専門学校

（以下「私立大学等」という。）の教育又は研究に係る経常的経費について、私立大学
等を設置する学校法人に対し補助するものである。

（２）私立大学等は、我が国の高等教育関係機関数・学生数の約８割を占めており、高等教育機会
の提供に寄与。今後とも、その役割を果たしていくためには、私立大学等の質の高い教育研究活
動への支援を引き続き充実することが必要である。

【 内 訳 】 （単位：百万円）

２ ４ 年 度 ２ ３ 年 度 比 較 増
区 分

予 定 額 予 算 額 △ 減 額

一 般 補 助 279 , 3 25 281 , 1 69 △ 1 , 844

特 別 補 助 47 , 001 39 , 7 53 7 , 2 48

合 計 326 , 3 26 320 , 9 22 5 , 4 04

概要
私立大学等の質の高い教育研究活動及びマネジメント改革への支援の観点から、成長を支

える人材育成の取組や大学等の国際交流の基盤整備、被災地の大学の安定的教育環境の整
備、授業料減免等の充実など、基盤的経費の拡充を図る。

【一般補助】
教職員給与費など大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について引き

続き支援する。

【特別補助】
我が国の成長を支える人材育成の取組や大学等の国際交流の基盤整備への重点的支

援、授業料減免等の充実、被災地の大学の安定的教育環境の整備を図る。
・成長分野の推進と成長力強化に貢献する人材育成
（学生の就職支援等、被災地復興に向けて私立大学等が協力して行う取組への支援

を含む）
・大学等の国際交流の基盤整備への支援
・授業料減免等の充実や学生の経済的支援体制への支援
・被災私立大学等復興特別補助 等

【予算額の推移】 （単位：百万円）

区 分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
２４年度

（ 予 定 額 ）

予 算 額 324,868 321,782 322,182 320,922 326,326

対 前 年 度 △3,182 △3,086 400 △1,260 5,404
増 減 額 （ 率 ） (△0.97%) (△0.95%) (0.12%) (△0.39%) (1.7%)

うち特別補助 111,271 110,214 110,214 39,753 47,001

予算額に対する
34.3% 34.3% 34.2% 12.4% 12.4%（※)

特別補助の割合

※ 復興特別会計を除いて算出
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私立高等学校等の経常費助成費等に対する補助

平成２４年度予定額 １００，５３８，０００千円

（うち、復旧・復興対策経費 ２２４，０００千円）

【平成２３年度予算額 １００，２３０，０００千円】

（１） 本補助は、私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校、幼稚園及び特別支援学校
の教育条件の維持向上及び修学上の経済的負担の軽減等に資するため、都道府県が行う
私立高校等の経常費助成等への支援を行うものである。

（２） 平成２４年度においては、一般補助の生徒等１人あたり単価を増額するとともに、私立幼
稚園における預かり保育などの子育て支援の一層の充実を図る。
また、教育改革推進特別経費において、防災教育等に取り組む私立高校等への支援を

新たに実施する。

［内 訳］

金 額 （百万円） 生徒等１人あたり単価 （円）
区 分

平成24年度 平成23年度 比較増 平成24年度 平成23年度
予定額 予算額 △減額 予定 予算

高 等 学 校 （ ※ ） 49,445 49,626 △181 52,958 52,905
一

中 等 教 育 学 校 407 374 33 46,133（前） 46,087(前)
（前：前期課程，後：後期課程） 52,958（後） 52,905(後)

般
中 学 校 10,880 10,995 △115 46,133 46,087

補 小 学 校 3,264 3,241 23 44,531 44,487

幼 稚 園 24,437 24,438 △1 22,642 22,619
助

小 計 88,433 88,674 △241 － －

幼 稚 園 特 別 支 援 教 育 経 費 3,165 3,043 122 － －
特

教 育 改 革 推 進 特 別 経 費 5,737 5,343 394 － －
別

過 疎 高 等 学 校 特 別 経 費 270 263 7 68,335 68,335
補

授業料減免事業等支援特別経費 276 276 0 － －
助

小 計 9,448 8,925 523 － －

計 97,881 97,599 282 － －

特 定 教 育 方 法 支 援 事 業 2,657 2,631 26 － －

計 2,657 2,631 26 － －

合 計 100,538 100,230 308 － －

※高等学校には広域以外の通信制課程を含む。また、単価については全日制・定時制の単価である。

[予算額の推移] （単位：百万円）

区 分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
（予定額）

予 算 額 103,850 103,850 99,850 100,230 100,538

対前年度増減額 （率 ） 0 0 △4,000 380 308
(0%) (0%) (△3.9%) (0.4%) (0.3%)
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私立大学等の教育研究装置・施設の整備費に対する補助 

平成２４年度予定額  ８，５５４，３１４千円  

（うち、復興特別会計  ４，１７３，１３２千円） 

うち、耐震化の促進  ４，１７３，１３２千円  
   

【平成２３年度予算額  ６，５８５，１７８千円】 

（うち、耐震化の促進  １，２４８，０８７千円） 
  

（１）本補助は、我が国の学術研究及び高等教育の高度化を推進するため、私立大学等の教育研究装置及び施設の整備

費について補助するものである。 

（２）東日本大震災の教訓を踏まえ、学生等の安全を確保するための学校施設の耐震化が急務であることから、平成 

２４年度においては、「学校施設耐震改修事業」の拡充に加え、非構造部材の耐震対策や備蓄倉庫、自家発電設備の

整備等の防災機能強化のための整備を推進するとともに、アスベスト対策工事を支援する「環境衛生対策推進事業」、

身体障害者や高齢者等の施設の利用に配慮した「バリアフリー推進事業」を引き続き支援する。 

また、経営戦略や研究戦略上意欲的なプロジェクトに対し研究施設・設備を一体的に支援するため、「私立大学戦

略的研究基盤形成支援事業」を引き続き実施する。 

さらに、教育研究活動の環境整備や既存施設のマルチメディア対応施設への改造及び学内ＬＡＮ等の整備を支援

する「教育研究装置等整備費補助」、太陽光発電等の再生可能エネルギー活用などに配慮した施設整備に対して支援

する「エコキャンパス推進事業」についても引き続き実施する。 

〔内 訳〕                                         （単位：百万円） 

区          分 
24年度 

予定額 

23年度 

予算額 

比較増 

△減額 
補 助 対 象 

私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 
（ 研 究 施 設 ・ 研 究 装 置 ） 

1,756 2,242 △486 研究施設及び研究装置 

教 育 研 究 装 置 等 整 備 費 補 助 2,346 2,764 △419

研 究 装 置 518 592 △ 74

大 学 ・ 短 大 ・ 高 専 231 264 △ 33 
教 育 装 置 

専修学校（専門課程） 137 156 △ 20

大 学 ・ 短 大 ・ 高 専 1,405 1,686 △281
 

ＩＣＴ活用

推進事業 専修学校（専門課程） 55 66 △ 11

教育研究用の装置、マルチメ
ディア施設改造工事、学内Ｌ
ＡＮの敷設工事及び通信装
置等 

私立大学等防災機能等強化緊急特別推進事業 4,192 1,519 2,673

 学 校 施 設 耐 震 改 修 事 業 3,530 1,248 2,282

防 災 機 能 強 化 事 業 438 0 新規

バ リ ア フ リ ー 推 進 事 業 135 165 △ 30 

環 境 衛 生 対 策 推 進 事 業 89 106 △ 16

学校施設の耐震診断を含む

耐震補強工事、アスベスト対

策工事、施設のバリアフリー

化工事、非構造部材の耐震対

策や備蓄倉庫、自家発電設備

の整備等の防災機能強化のた

めの工事等 

専修学校防災機能強化緊急特別推進事業 205 0 新規
学校施設の耐震診断を含む

耐震補強工事 

エ コ キ ャ ン パ ス 推 進 事 業 55 60 △  5
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの活用等に

配慮した施設の改造工事 

（注）補助率：１／２以内。（ただし、専修学校防災機能強化緊急特別推進事業は、１／３または１／２以内。） 

〔予算額の推移〕                                  （単位：百万円） 

区   分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 
（予定額） 

予 算 額 １０，５５７ ９，２６８ ７，４４５ ６，５８５ ８，５５４

対 前 年 度 
増減額(率) 

△ ７７ 

(△0.7%) 

△１，２８９

(△12.2%)

△１，８２３

(△19.7%)

△８６０ 

(△11.6%) 

  １，９６９

( 29.9%)
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私立高等学校等の施設整備費に対する補助 

平成２４年度予定額 ４，８８５，１１５千円  

（うち、復興特別会計  ４，６１５，３８０千円） 

 うち、耐震化の促進  ４，６１５，３８０千円  

【平成２３年度予算額 １，６８７，９３８千円】 

  （うち、耐震化の促進  １，３８０，３５３千円） 
 
（１）本補助金は、私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校における施設の高機能

化、防災機能強化、エコキャンパス化を目的としたものである。  

 

（２）東日本大震災の教訓を踏まえ、生徒等が一日の大半を過ごす学校施設の安全を確保することは急務であ

り、私立高等学校等の施設の耐震化や防災機能強化を促進するため、校舎等の耐震補強に加えて、非構造

部材の耐震対策や備蓄倉庫、自家発電設備等の防災機能強化のための整備に対する補助を実施する。 

 

［内訳］ 

区     分 高機能化整備費補助 
防災機能強化 

施設整備費補助 
エコキャンパス推進事業 

２４年度 
予定額 

(23年度予算額) 

７３百万円 
（８０百万円） 

４，７７４百万円 
（１，５６６百万円） 

 ３８百万円 
（ ４２百万円） 

補 助 対 象 
事 業 

情報教室や校内ＬＡＮの
整備、校舎等のバリアフリ
ー化、カウンセリングルー
ムの整備など教育内容・方
法等の改善のために行う校
舎の改造工事などに対する
補助 

耐震診断を含む施設の耐震
補強及び安全機能強化（防犯
対策、アスベスト対策）、防
災機能強化（非構造部材の耐
震対策、備蓄倉庫、自家発電
設備等の整備）のために行う
工事等に対する補助 

太陽光発電、校舎のエコ
改修、校舎内外の緑化、雨
水・排水の再利用などのた
めに行う校舎施設の改造工
事に対する補助 

補 助 対 象 

経 費 

工事費、実施設計費（工

事費の１％）及び教育装置

の購入に要する経費 

工事費、実施設計費（工事

費の１％）及び事業を実施す

るために必要な経費 

工事費、実施設計費（工

事費の１％）及び設置経費

に要する経費 

補 助 対 象 

事 業 費 

上限２億円 

下限１，０００万円 

上限２億円 

下限４００万円 

上限２億円 

下限１，０００万円 

補助対象校 私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校 

補 助 率 １／３以内 
１／３以内 

Is値0.3未満の施設の耐震
化は１／２以内 

１／３以内 

 

［予算額の推移］  

（単位：百万円） 

区  分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
２４年度 

(予定額) 

予 算 額 ２，０７８ ２，０３８ １，７００ １，６８８ ４，８８５

対前年度増減額(率) 
０ 

(0%) 

△ ４０

(△ 1.9%)

△３３８

 (△16.6%)

△１２ 

 (△0.7%) 

３，１９７

  (189.4%)
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私立大学等の研究設備等の整備費に対する補助 

 

平成２４年度予定額 ３，０５７，８６７千円  

（うち、復興特別会計         －千円） 

【平成２３年度予算額 ３，６９６，３１７千円】 

 

（１）本補助は、我が国の学術研究及び高等教育の高度化を推進するため、私立大学等の教育研究設備
の整備費について補助するものである。 

（２）「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（研究設備）」の整備に必要な経費を引き続き補助すると

ともに、私立大学における基盤的な研究設備の整備を支援する。 

 また、私立の大学、短期大学、高等専門学校及び専修学校（専門課程）における教育に必要な教

育基盤設備の整備について支援する。 

 

〔内 訳〕                                 （単位：百万円） 

区    分 
24 年度 

予定額 

23 年度 

予算額 

比較増 

△減額 
補助率 補助対象 

私立大学戦略的研究基盤形成支援事業

（ 研 究 設 備 ）
1,155 1,375 △220

研 究 設 備 934 1,175 △241

2/3以内 
大学の研究

用設備 

教 育 基 盤 設 備 969 1,146 △177

大 学 ・ 短 大 ・ 高 専 283 382 △ 99

 

専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） 686 764 △ 78

1/2以内 

大 学 ・ 短

大・高専・

専修学校の

教育用設備

 

 

 

 

〔予算額の推移〕                             （単位：百万円） 

区  分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
２４年度 

（予定額） 

予 算 額 ５，２６９ ５，１９５ ４，２０４ ３，６９６ ３，０５８

対 前 年 度 

増減額(率） 

△９６３ 

(△ 15.5%) 

△７４

(△ 1.4%)

△９９１

(△ 19.1%)

△５０８ 

(△ 12.1%) 

△６３８

(△ 17.3%)

 

7



私立高等学校等ＩＴ教育設備整備推進事業

平成２４年度予定額 ７３４，０００千円

（うち、復興特別会計 －千円）

【平成２３年度予算額 ６７９，０００千円】

１ 事業の内容

私立の高等学校等において、私学の特色を生かしつつ、コンピュータやインター

ネット等を活用しながら各教科においてＩＴ教育を充実させる必要があることから、

コンピュータ等ＩＴ教育設備の購入費の一部について国が補助をするものである。

２ 事業の対象

私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校

３ 対象事業の条件

コンピュータ等を用いて、各教科等において私学の特色を生かしながらＩＴ教育

を実施するために必要な設備の整備であること。

４ 補助対象事業費及び補助率

補助対象事業費 ： 上限４，０００万円 下限５００万円

補 助 率 ： 補助対象事業費の１／２以内

[予算額の推移]

（単位：百万円）

区 分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

(予定額)

予 算 額 １,０００ １,０００ ８００ ６７９ ７３４

対前年度増減額 △１００ ０ △２００ △１２１ ５５

(率) (△9.1%) (0%) (△20％) (△15.1％) (8.1％)
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私立学校施設高度化推進事業費補助

平成２４年度予定額 ２，０９７，２０８千円
（うち、復興特別会計 －千円）

【平成２３年度予算額 ２，０９７，９１３千円】

１ 事業内容

私学事業団の融資を受けて実施される私立の大学・短期大学・高等専門学校並びに

高・中等教育・中・小・特別支援学校が行う老朽校舎（築３０年以上）及び危険建物

と認定された旧耐震基準で建設された学校施設（昭和５６年以前の建物）の建替え整

備事業、私立大学病院の建替え整備事業について利子助成を行う。

（また、平成８年度以前に実施された学校施設の整備事業のうち、私学事業団から
の借入利率が４％以上で、かつ当該施設を利用した新たな教育方法の改善、研究の
高度化のための計画を有しているものについて平成２４年度分の返済に対する利子
助成を行う。）

２ 利子助成期間

融資を受けた時点から１０年間とする。

（また、平成８年度以前の事業については、市場金利の状況等を踏まえ、弾力的に
対応する。）

３ 利子助成率

（平成２１年度以降の事業）

大 学 等 ： 貸付利率－０．５％

高等学校等 ： 貸付利率－１．０％

私立大学病院

・老朽施設等（①築30年を経過した施設、②旧耐震基準（昭和56年以前）の施

設）の建替え事業に係る利子助成：貸付利率－０．５％

・老朽施設等以外の建替え事業 ：貸付利率－１．０％

（平成９～２０年度の事業）

大 学 等 ： 貸付利率－１．０％

高等学校等 ： 貸付利率－１．５％

（平成８年度以前の事業）
（貸付利率－４％）相当の利子の一部

※ 大 学 等 ： 大学・短期大学・高等専門学校
高等学校等 ： 高等学校・中等教育学校・中学校・小学校・特別支援学校

［予算額の推移］
（単位：百万円）

区 分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

（予定額）

予 算 額 1,177 1,177 1,758 2,098 2,097
対前年度増減額 0 0 581 340 △1

（率） (0.0%) (0.0%) (49.4%) (19.3%) (△0.0%)
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日本私立学校振興・共済事業団貸付事業

財政融資資金 平成２４年度計画案 ５４，５００，０００千円
（平成２３年度計画額 ３０，７００，０００千円）

（１）日本私立学校振興・共済事業団は、私立学校教育の振興を図るため、私立学校の施
設、設備の整備等に必要な資金について長期・低利の貸付けを行うこととしている。

（２）平成２４年度の貸付規模については、私立学校の老朽校舎等の建替え整備事業や東
日本大震災による災害復旧事業を含む施設、設備の整備等に対する学校法人の資金需
要を勘案し、９３８億円を計画している。

（３）貸付事業の財源として、東日本大震災による災害復旧事業を含む施設、設備の整備
等に対する学校法人の資金需要を勘案し、財政融資資金５４５億円を計画することと
した。

なお、自己調達資金の一部として発行する財投機関債（私学振興債券）については、
５０億円の発行を計画している。

［貸付計画額等の推移］
（単位：百万円）

区 分 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
（予定）

貸 付 計 画 額 60,000 60,000 90,000 77,000 93,800

財 政 融 資 資 金 16,300 16,300 32,600 30,700 54,500
財

自 己 調 達 資 金 43,400 43,700 57,400 46,300 39,300

財 投 機 関 債
源 8,000 8,000 8,000 5,000 5,000

(私学振興債券)

そ の 他 35,700 35,700 49,400 41,300 34,300

（４）融資の対象（主な事業）

○ 一般施設費
校舎・園舎の建築、校地・園地の購入などの施設整備事業

○ 特別施設費
寄宿舎、国際交流施設、大学病院など、一般施設費以外の施設やバリアフリーのための改

修工事

○ 災害復旧費
火災、風水害、地震等の災害からの復旧事業

○ 公害対策費
公害（騒音、大気汚染（アスベスト含む）、地盤沈下、水質汚濁、降灰等）の防止対策の

ための整備事業

○ 教育環境整備費
校教具、大型設備の購入等
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私立大学教育研究活性化設備整備事業

（新 規）

平成２４年度予定額 ３，１４６，６１８千円

（うち、復興特別会計 －千円）

１ 事業内容

○私立大学が建学の精神と特色を生かした人材育成機能を発揮し、及び

大学間連携を進め、もって社会の期待に十分に応える教育研究を強化し、

進展させ、私立大学の教育改革のこれまで以上の新たな展開を図るため、

基盤となる教育研究設備の整備に対する補助を行う。

２ 概要

○以下の観点に即した取組に対し、対象を公募的プロセスを通じ選定し、補

助を実施。

・グローバル人材の育成や地域の「分厚い中間層」の育成など、各私立大

学の特色・力点に照らした人材養成像が明確であること

・人材養成像に基づく効果的な教育を行う上で必要な設備整備を行うもの

であること

・教育方法・内容の改善や大学全体の方針に基づく組織的・体系的な大学

改革として持続可能な将来構想に位置づけられていること

・大学間連携の促進に資する整備は特に支援するものであること

○取組の内容に対する評価に基づく定額補助（設備費（それに伴うプログラ

ム、システム費等を含む））を行う。
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